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――何故，冷戦後の欧州で少数者保護条約が成立したのか――

統合が進む冷戦後の欧州で戦間期の国際連盟少数者保護制度（以下，「戦

間期少数者保護制度」）を彷彿とさせる 2 つの多数国間少数者保護条約が成

立した。なかでも専ら「民族的少数者」保護を目的とする欧州評議会少数

者保護枠組条約（以下，「枠組条約」)1) に注目したい。

枠組条約は前文と第 1条において人権の国際的保障とのかかわりを強調

し2)，民族的少数者の保護と民族的少数者に属する者の権利保護を区別す

ることで，国際人権条約との類似性を強調しているが，市民的及び政治的

権利に関する国際規約（以下，「自由権規約」）第27条と，人権及び基本的自
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由の保護のための条約（以下，「欧州人権条約」）の人権規定の解釈だけから

は必ずしも導き出すことができない独自の内容を備える。たとえば枠組条

約は，第 4 条で「民族的少数者」に属する者と多数者の間で差別のない

「完全かつ実効的平等」を保障するために一定の場合に特別の措置を国家

に求めるとしており，第 5 条では国家が少数者に属する者の個人としての

アイデンティティ3)を尊重するだけでなく，集団としてのアイデンティ

ティの保護・促進のために積極的措置を採ることおよび同化政策を採らな

いことまで約束する旨を規定する4)。第 5 条 1 項を引用しよう。

｢締約国は，民族的少数者に属する者が自己の文化を維持し発展させ，

自己のアイデンティティの不可欠な諸要素，すなわち，宗教，言語，伝統

及び文化遺産を保持するために必要な諸条件を促進することを約束する。」

なるほど自由権規約第27条においては，「種族的，宗教的又は言語的少

数者」に属する者が集団の他の構成員とともに自己の宗教を実践し，自己

の言語を使用し，自己の文化を享有する権利を否定されないと規定してい

るから，国家は少数者個人としてのアイデンティティの尊重を義務付けら

れる。欧州人権条約においても，「民族的少数者」への所属に基づく差別

を禁止しているから，少数者は多数者と同様に人権（たとえば，宗教の自由

や，表現の自由，結社の自由，教育に対する権利，移動の自由など）を享有でき

るように国家が義務付けられることはいうまでもない。しかし，少数者集

団の文化的・宗教的・言語的な独自性を否定するような国の立法・政策が

採られた場合に，果たして彼らが集団構成員として享有する独自性を維持

できるのかどうかは疑問である。つまり，国際人権条約のなかでは少なく

とも規定の文言上は少数者集団それ自体の権利が個別具体的な形で存在し

ないため，多数民族の同化政策によって少数者集団の存続自体が危うく

なったとしても集団に属する個人の権利保障だけでは少数者問題に十全に

対応し切れないのではないだろうか。

この点で想起したいのは，かつて中・東欧諸国に適用された少数者保護

制度である。枠組条約第 5 条が少数者のアイデンティティを保護・促進す
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る旨を謳っているのと同様のアプローチは，戦間期少数者保護制度のもと

で採られたことがある。枠組条約前文の「各国の領域において民族的少数

者の存在を保護することを決意し（第 4 段）」「欧州の歴史における変動

は，この大陸の安定，民主的安全保障及び平和にとって民族的少数者の保

護が不可欠であることを示していることを考慮し（第 5 段）」との文言が

示唆するように，枠組条約は戦間期少数者保護制度の問題意識を明らかに

引き継いでいる。枠組条約は少数者の集団的権利を確立するものではない

にせよ5)，少数者個人の人権だけでは救い切れない少数者集団のアイデン

ティティ保護のために国際人権条約を補う形で成立したのではなかろう

か。何故ならば枠組条約は戦間期の歴史的経験をもつ中・東欧諸国への適

用をも念頭においていたし，枠組条約の規定の定式に着目して戦間期との

間に共通点を見出す学説も存在するからである6)。しかし翻って何故，第

二次世界大戦後の欧州人権条約のもとでは少数者保護が引き継がれなかっ

たのだろうか。また自由権規約第27条のように欧州人権条約追加議定書が

起草されてきたのではないだろうか。枠組条約は，実体規定の内容面では

国際人権条約よりも戦間期少数者保護制度との類似性のほうが目立つよう

に見えるが，そこにはいかなる事情が存在したのだろうか。

他方で，戦間期少数者保護制度と枠組条約の間には重要な相違点がある

ことに気づく。それは，枠組条約が人権の国際的保障の観点を強調しつつ

も，さまざまな形で国家の義務を緩める文言で定式化されていることであ

る7)。この点で，枠組条約が少数者の権利を個人の権利に押しとどめた8)

だけでなく，人権の国際的保障とりわけ欧州人権条約の司法的救済制度の

面から見て積極的に評価しえないとの問題点が指摘される9)。ただ繰り返

しになるが，人権の国際的保障の枠内では捉え切れない側面が枠組条約に

は見られる点に留意する必要がある。少数者への所属とそれに基づく国家

の積極的保護措置の採用を少数者個人の自由な選択に委ねている点や，国

境を越えて少数者が自己のアイデンティティと同じくする者と接触する権

利，少数者のメディア・教育へのアクセスの便宜供与，少数者に影響を与

欧州における欧州評議会少数者保護枠組条約成立前史の方法論的再評価（舟木)

717 ( )2005



える公務への実効的参加条件の創出，文化間の寛容・対話といったように

国家・集団・個人の関係が正面から取り扱われる10)。枠組条約は明確な

文言では述べていないが，集団それ自体の権利として理解されてきた人民

の自決権の承認とは異なるものの，少数者集団構成員の独自のアイデン

ティティの享有にかかわる個人の自己決定や集団との結び付きを緩やかに

保護・促進することが引いては国・人民の社会的統合や民主主義の多様性

の創出にもつながるとの理解を示している11)。要するに，非植民地化以後

の自決権の機能変化12)の結果としての内的側面――人権や民主主義とし

ての自決権――を考慮して少数者保護を再定位しているようにも見える。

では枠組条約にいう「民族的少数者」とはどのような集団を指すのだろ

うか，また個人の権利と集団の権利，言い換えれば人権と自決権の間で少

数者保護はどのように捉えられてきたのだろうか。こうした問題意識から

本稿13)は，枠組条約成立前史に着目し，国際法とりわけ国際人権文書に

おいて従来採られてきた少数者問題へのアプローチを方法論的に再評価す

る。まず，欧州地域の歴史的先例である戦間期少数者保護制度における少数

者保護の特徴と問題点を検証し（Ⅰ），次に，国際人権条約のうち枠組条約

と同様に「民族的少数者への所属」に基づく差別禁止を規定する欧州人権条

約における少数者問題の取り扱いの意義と限界を明らかにする（Ⅱ）。

Ⅰ 国際連盟少数者保護制度における

少数者保護の特徴と問題点

1 第一次世界大戦後の国際連盟少数者保護制度の成立

⑴ 歴史的事情――第一次世界大戦後の国際秩序再編と少数者保護制度――

ここでは戦間期少数者保護制度がいかなる特徴と問題点を抱えていたの

かを第一次世界大戦後の歴史的事情と規定構造，実施過程の検討を通じて

簡単に振り返っておきたい。

まず注目したいのは，「少数者保護」と「民族自決」の関係である。そ
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もそも冷戦後の少数者保護条約が成立した前提には，第一次世界大戦後に

生じた諸帝国の崩壊に伴う欧州国際秩序の大変動がある。アメリカ大統領

ウィルソンが提起した14カ条のなかの民族自決原則に見られるように，第

一次世界大戦後の欧州では列強の帝国的秩序の再編・強化とともに被支配

民族の独立と少数者保護が重要な国際関心事項になった14)。

パリ講和会議では当初，ウィルソンをはじめ国際連盟創設にかかわった

諸国の指導者は，民族自決原則による国境の再編・領土問題の解決を志向

した。国際連盟規約のなかに民族自決の文言を盛り込み，一定割合の住民

の同意が得られる場合には国境線の変更までも視野に入れていた15)ので

ある。しかしながら中・東欧諸国における少数者問題の現実を見据えたと

き，どのような国境線を引いても彼らを満足させることができない当該地

域の実情が明らかになった16)。そこで，「少数者保護」と「民族自決」を

結び付ける処理が浮上した。端的にいえば，「民族自決」までには至らな

いものの，「民族的少数者」の言語や文化などの独自性にかかわる差別や

迫害の実態を踏まえて少数者居住国が多数者と同様の条件で少数者の市民

的政治的権利を保護することによって当該少数者集団による分離・独立を

思い留まらせようとした。イギリス，フランス，アメリカなどの諸大国は

「民族的少数者」保護を第一次世界大戦後の国際秩序再編に伴う平和維持

にとって喫緊の課題と認識していたからである17)。

ところが，ウィルソンの国際連盟規約草案に対しては，個々の領域をめ

ぐる二国間条約で個別具体的な解決を目指す18)イギリスだけでなく，ア

メリカの内部でも懸念が提起された。すなわち，かりに「少数者保護」を

行えば無差別の権利保障に留まらず，学校や宗教施設の具体的措置が必要

になってこざるをえず，こうした特別の措置を国際連盟規約のなかで取り

上げることは適切ではないという見解19)であった。このためアメリカ，

イギリス，フランス，そして後にイタリアが「新国家に関する委員会」を

設立し，個別具体的に領域変動に付随して国境線の内側に取り残される少

数者集団の保護と連合国の経済的利益確保とを現実的に達成するための新
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たな少数者保護制度の起草に着手した20)。「民族自決」と「少数者保護」

とを国際連盟規約のもとで一般的に結び付けるアプローチは回避され，そ

の代わりに敗戦国と連合国・同盟国の間，少数者居住国と連合国・同盟国

の間といったように，中・東欧諸国内の「民族的少数者」問題に特化した

形で条約制度が創設されることになった21)。これらの少数者保護条約は

一見すると，第一次世界大戦以前の欧州で行われた少数者保護と類似して

いるようにも見えるが， 2つの点で大きく異なっていた。

第 1は，少数者保護が市民的政治的権利の形式的平等だけでなく裁判所

における少数者の言語使用や，公立初等学校における少数者の言語による

教育，あるいは私的宗教施設における少数者独自の宗教実践の事実上の平

等を保護する措置を少数者居住国に求める点で少数者集団の独自性保護に

も積極的であったことである。欧州では中世以来，宗教的な信念の自由を

キリスト教の異端派の人々に保障する実践が見られたが，新たな制度のも

とでは民族的・宗教的・言語的少数者の構成員に対して個人としてだけで

なく集団構成員としての独自の特徴を保持する権利をも認めた22)。

第 2は，国際連盟が少数者保護条約の実施を監督する手続が設けられた

こと23)である。国際連盟理事会（以下，「理事会」）が政治的監督を行うだ

けでなく，常設国際司法裁判所（以下，「P.C.I.J.」）との相互補完的な監督

の仕組みが設けられた。注目されるのは，少数者自らが国際連盟事務局に

提出した権利侵害に対する訴えを，理事会の権限のもとで 3名の国家代表

から成る委員会が個別事情に基づき検討する手続が理事会決議で設けられ

た点である。この手続には学説上強く批判がなされてきた24)ものの，少

数者集団のおかれた事情を踏まえて少数者居住国による少数者保護条約上

の義務の国内実施を柔軟に確保するかたちで一定の機能を果たした25)。

起草過程での争点の 1つは，国家主権の一定の制約とも受け取れる「民

族的少数者」の保護義務を規定する少数者保護条約をいかに少数者居住国

に受け入れさせるのかであった。西欧諸国が「民族的少数者」の居住する

中・東欧諸国に一方的に義務を課すだけではこれらの諸国は到底納得しな
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い。そこで持ち出されたのが，人権や平等など西欧諸国で馴染みのある文

明諸国の基準をこれらの諸国でも適用すべきだとの主張である26)。たし

かに，19世紀以降に中・東欧諸国が独立した際，宗教の自由や無差別，選

挙や基本法の保障などが国際条約のもとで謳われてきた27)。しかしなが

ら，特定国家による一方的介入をもたらした従来の実施方法が批判された

結果，個別具体的な領域の変動に基づく少数者保護条約の実施を国際連盟

が監視する制度が創設されることになった28)。そこでは特定地域の特定

の「民族的少数者」集団に着目した西欧諸国が，少数者に属する者の普遍

的人権基準を設定するのではなく，敗戦国や少数者居住国との間で締結し

た少数者保護条約のみならず，少数者居住国と近隣諸国の間で締結された

二国間条約を通じて，少数者集団を個別具体的に保護することが構想され

た。普遍的な国際平和機構たる国際連盟の監視下で国内での人権享有の前

提条件を保護する少数者保護条約が重層的に設けられた。

こうして，戦間期少数者保護制度は領域とそれに付随する国境線の変動

によって生じた，特定地域の特定の「民族的少数者」のアイデンティティ

保護という観点から少数者構成員の市民的政治的権利の法上および事実上

の平等として少数者独自の言語・文化・民族的特徴を保護する点で国際人

権条約とはやや異なる性質を帯びていた。ただし，個別具体的な地域の事

情に即した制度が構築されながらも，国際連盟のもとでの普遍的な平和秩

序を実現するために不可欠の制度として位置付けられたことや少数者自身

による条約実施への関与を認めた点で，第二次世界大戦後の人権の国際的

保障から見ても注目される側面を有していた。

⑵ 規 定 構 造―― 4つの権利類型とその関係性――

｢民族的少数者」のアイデンティティ保護のために戦間期少数者保護制

度が創設されたと述べたが，同制度は「民族的少数者」という言葉を用い

てはいない。単に「人種的，宗教的，言語的少数者」とする規定がほとん

どである。それは，「民族的少数者」の権利を正面から認めることになれ
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ば，国家のなかに新たな国家を創り出すことになるとの懸念が存在したか

らである。平和条約と同時並行的に作成された少数者保護条約の目的は，

少数者に自由と平等を保障することで国民的共同体に溶け込むのを準備さ

せることにあると西欧諸大国は理解した29)。だからこそ起草過程では

「民族自決」と「少数者保護」とを結び付ける条文規定の定式は徹底的に

避けられ，少数者の定義規定すらも設けられなかった。他方で，少数者の

権利享有の前提条件として少数者による国籍取得・選択の自由が詳細に規

定され，少数者住民のなかでとくに居住国の国籍を選択した者を保護する

ことが念頭におかれた30)。では何故，少数者住民と少数者国民が法的に

区別されつつ関係付けられたのであろうか。また権利保護において，「民

族自決」と「少数者保護」との関係はどのように理解されたのであろう

か。以下の実施過程でこれらを検討したい。その前に簡単に少数者保護制

度の規定構造を見ておきたい。他の少数者保護条約の起草においても参照

されたポーランドと連合国・同盟国の間の少数者保護条約（以下，「少数者保

護条約」）の条文規定31)は，おおよそ 4つの権利類型に分けることができる。

第 1 は，（国籍選択の自由を含めた）すべての住民の自由を定める規定で

ある。第 2は，すべての国民の間での法上の平等を定める規定である。第

3は，国民の間でとくに少数者と多数者の間の事実上の平等を確保するた

めの国家の積極的措置を定める規定である。第 4は，少数者集団それ自体

としての特別な権利を定める規定である。従来の通説的理解では，第 1と

第 2の類型が少数者保護の目的であると理解され，第 3と第 4の類型も基

本的に第 1 と第 2 の類型から派生するコロラリーと認識されてきた32)。

しかし規定構造からすれば，第 1と第 2の類型は法的に区別されたのであ

り，国籍選択を行った少数者住民に限って多数者との差別禁止・平等と少

数者独自のアイデンティティの保護を図る点で第 2の類型と第 3・第 4の

類型との間で相互の連関が念頭におかれたといえる。

具体的に見てみよう。第 1は，国籍取得の有無にかかわりなく，生命の

自由や宗教の自由を差別なしにすべての住民に保障する規定である（第 2
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条）。この規定が挿入された背景には，ポーランドなど中・東欧諸国にお

いてユダヤ系少数者の人権保障が十分になされてこなかった歴史的事情が

ある33)。したがって，宗教の自由や生命の自由は必ずしも国際連盟加盟

国に適用される普遍的人権として定式化されたわけではなかった34)。

第 2は，国籍を保持するすべての国民の市民的政治的権利の法上の平等

に関する規定である（第 7 条）。興味深いのは，国籍を取得した少数者が

市民的政治的権利の享有において多数者から差別を受けないことを保障す

る国家の消極的義務を規定するに留まらず，少数者に対する人種的，言語

的，宗教的相違に基づく差別が生じない条件を保障する国家の積極的義務

を定式化している35)点である。たとえば，裁判所において少数者が自己

の言語を使用する便宜を与えられる措置まで規定されたのは，国家に消極

的義務を課すだけでは多数者社会のなかで少数者が市民的政治的権利を実

際に享有できないと考えられたからである。

第 3は，少数者に属する国民の権利の事実上の平等に関する規定である

（第 8条）。とくに少数者が自己の宗教施設や教育施設において自己の言語

を使用する権利や自己の宗教を実践する権利を多数者と同等に保持するこ

とが明記された。たしかに第 2の類型とは異なり，第 3の類型は，特定の

少数者集団構成員が自己の独自性を保持する権利を規定すると主張する学

説も存在したが，少数者集団の民族的文化的自治の要求が斥けられた後に

文言がかなり意図的に弱められたことから，あらゆる少数者に適用可能な

権利として定式化されたと評価する学説も存在した36)。いずれにしても

個人の人権保障と集団の権利保障との併存もしくは対抗関係を意識した実

効的な権利享有のための保護措置が存在したことを確認しておこう。

第 4は，少数者集団それ自体の文化的独自性を保護する規定である（第

9 条，第10条）。少数者の言語による教育を公立初等学校において一定の条

件のもとに施す規定や，公的基金の衡平な配分に関する規定，あるいはユ

ダヤ系少数者が独自の教育委員会を設けるとする規定が存在する。これら

の規定に共通する特徴は，集団としての文化的自治制度を創設することを
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意識しているため，ドイツからポーランドに割譲された特定の領域に条文

の適用範囲を限定したり，国の公的教育制度とのかかわりで調整を規定し

たりするなど，国家主権との緊張関係のなかで権利の実現を図っている点

である。もっとも，この点はポーランドとドイツの間の二国間条約（以

下，「二国間条約」）のなかでさらに詳細な規定が与えられることになる37)

ので，少数者の間でも母国が存在する少数者（ドイツ系少数者など）と母国

が存在しない少数者（ユダヤ系少数者など）とでは取り扱いが異なってい

た。少数者保護条約のなかでは必ずしも明確に適用基準が示されていない

公立初等学校における少数者の言語使用の条件について，二国間条約がよ

り明確に実施方法を含めて規定する例が他にも見られた38)。このように

起草過程では特定地域で特定の文化的独自性を有する少数者集団の保護を

念頭において個別具体的な制度の展開が想定された。

2 実施過程に見る少数者保護の普遍性と特殊性との相克

⑴ 実 施 過 程――市民的政治的権利の平等と少数者集団の権利との連関――

実施機関の取り扱いのうち P.C.I.J. の典型事例を検討する。初期の実施

過程で P.C.I.J. は，市民的政治的権利を多数者と同様に少数者に属する者

にも差別なく適用するアプローチを採った。「ポーランドにおけるドイツ

系住民の取り扱い」事件39)勧告的意見である。ポーランドが農地収用の

ためにドイツ系住民（彼らの国籍取得の有無も別の事件で争われた）とドイツ

（プロイセン政府）との間で締結された土地所有契約を無効として取り扱い

彼らを土地から立ち退かせたことによって，ドイツ系少数者と多数者との

間に差別が生じたのかどうかが争われた40)。

こうした争いについて P.C.I.J. は，ドイツ系住民がドイツと締結した契

約が主権の変動後も効力を有し続けることを確認し，ポーランドが当該契

約に基づきドイツ系住民の土地所有権を尊重しなければならない旨を次の

ように判示した。すなわち，少数者保護条約は単に法上異なる取り扱いを

しないという意味での形式的平等を要求するだけでなく，事実上少数者に
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対する差別のない状態を実効的に確保することを要求しており，少数者保

護条約の基礎にある平和条約の内容を検討する必要がある。たしかに平和

条約はドイツの国家財産をポーランドに譲り渡す旨を規定していたが，当

該契約締結時点でこの領域に対してドイツが主権を有していたし，かつ平

和条約締結時に主権がポーランドに移ったと想定された時から平和条約発

効時までドイツが施政を行っていた。したがって，ドイツ法に依拠して当

該契約を解釈する必要がある。そうだとすれば，土地の譲渡が行われてい

ない場合であっても一定の条件のもとでドイツ系住民が土地所有権を享有

することは明らかであり，ポーランドが当該契約に基づく土地を専ら対象

として収用措置を採ったことは，少数者保護条約がすべての国民，とくに

少数者に属する国民に保障する市民的権利の享有についてドイツ系住民に

対してのみ事実上妨げるものであると判断した41)。

これに対して1930年代半ばの「アルバニアにおける少数者学校」事

件42)勧告的意見では，少数者に属する国民の人権享有にかかわる差別禁

止の実効的適用には留まらなかった。つまり，少数者集団と多数者集団の

おかれた異なる状況を同等に取り扱うことが逆に平等を破壊する結果をも

たらすとしてさらに踏み込んだ「事実上の平等」を要求したのである。

本件で争われたのは，アルバニアが公立初等学校を設立する際にアルバ

ニアの特定地域でギリシャ正教系少数者が長年運営してきたギリシャ正教

系私立学校を閉鎖した措置である。アルバニアは，少数者の学校をイスラ

ム教徒の多数者が運営する学校と同じ条件に服させる限りで少数者に対し

て形式的平等を侵害するものではないと主張したが，ギリシャ正教系少数

者は（同様にギリシャも）自らの運営する宗教的教育的施設で自己の言語

を用いて宗教教育を行う平等な権利を侵害されたと主張した43)。

P.C.I.J. は，アルバニア建国の歴史的事情44)を踏まえつつ少数者保護制

度の趣旨・目的について，人種，言語または宗教の点で自己とは異なる特

徴を有する者が多数である国に編入された特定の集団に対して多数者と平

和的に居住しかつ友好的に協力する可能性を確保するのと同時に，当該集
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団が自らを多数者と分かつ特徴を保全しかつ特別な要求を満たすことであ

ると位置付けた。そしてそのために，第 1に，人種的，宗教的，言語的少

数者に属する国民を多数者と完全に平等な地位におくこと，第 2に，人種

的特殊性，伝統，民族的特徴を保全するためにふさわしい手段を当該集団

に確保することが必要であると解釈し，両者の関係について次のような注

目すべき見解を述べた。すなわち，すべての国民の法のもとの平等と市民

的政治的権利の平等な享有を保障する条項とは別に，人種的，宗教的，言

語的少数者に属する国民が法上のみならず事実上他の国民との同等な取り

扱いと安全を享有する旨を規定する条項が存在するのは，前者の平等を繰

り返し規定するためではなくそれとは異なる意味で平等の概念を規定する

ためである45)。そう述べたうえで争点については，事実上の平等を適用

するに際してとくに重視されている少数者集団の宗教的教育的施設の維

持・運営に関する平等な権利は，そのような施設によってしか少数者集団

の特別の要求を満たすことができない性質のものであって，それを政府の

施設によって取り替えることは平等な取り扱いを破壊することに等しい。

何故ならば多数者であるイスラム教徒が政府によって宗教施設の設立を支

援されうるのに対して，少数者集団のギリシャ正教徒は宗教施設を奪われ

ることによって，まさに少数者としての存在の本質を維持しえない状況に

陥るからである，とかなり厳格な平等論を展開した46)。

もちろんこの意見は，アルバニアとギリシャの間で締結された二国間条

約のように特定少数者集団の宗教的施設に対する財政的措置を少数者居住

国が提供しなければならないとまでは述べておらず，「事実上の平等」を

もって少数者集団の権利が認められたといえるのかは疑わしい側面があ

る。ただし反対意見が，少数者保護制度の目的や価値といった観点から事

実上の平等を拡大解釈し，特別の取り扱いを導いた，と痛烈に批判し

た47)ことからも読み取れるように，P.C.I.J. が法上の平等と事実上の平等

とを切り離して後者を独立した判断基準として打ち立てたことは，少数者

保護制度の成立事情に照らせばある意味では当然の帰結ともいえなくもな
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い。つまり，少数者が独自の宗教施設を設立し，そこで少数者独自の言語

による教育を実践する権利の保護は，民族自決とのかかわりでその論理的

コロラリーとして位置付けられたと考えることも可能である48)。起草過

程では民族自決と少数者保護との関係があえて切り離されたようにも見て

取れたが，実施過程ではむしろ両者の関係を考慮し，少数者保護制度成立

の歴史的事情に照らした目的論的解釈が採られるようになった。

この点で国家主権に配慮した少数者保護条約と，公立少数者学校の設

立・運営に少数者の願望を反映させる条件を詳細に規定した二国間条約の

関係を取り扱った「ポーランド上部シレジアにおける少数者学校」事

件49)判決が注目される。二国間条約は，ポーランド領の上部シレジア地

方の実情を踏まえて少数者の言語に関する親の宣言を尊重するだけでな

く，理事会が教育分野の専門知識を有する者を混合委員会の議長に任命

し，ドイツ・ポーランドの政府関係者を含む専門家が問題となるドイツ系

住民の少数者学校へのアクセスの状況を判断する（当該判断に不満があれ

ば，同地方の住民が理事会に直接請願を提起できる）独自の制度を設定した。

しかし，同地方に住むドイツ系ポーランド国民の児童がドイツ語を話す能

力をもたないことを理由に公立初等学校への入学を拒否される事態が生じ

た。このため二国間条約に従って理事会は，暫定措置として特定の期間に

限りドイツ系少数者の児童がドイツ語による授業を効果的に学習しうるの

かとの観点からドイツ語の知識･能力を入学試験によって調査し，その結果

次第で少数者学校への入学を許可する旨の決議を採択した。特定の期間が

経過した後に同地方のドイツ系少数者にドイツ語教育を施す条件を規定す

る二国間条約を適用する際，かりにドイツ語で充分に話すことができない

児童であっても少数者学校への入学を許可されうるかが争われた50)。

P.C.I.J. は，少数者保護条約における国家主権の尊重を重視するポーラ

ンドの主張51)を基本的には受け入れたものの，少数者集団の民族願望の

尊重を求めるドイツの主張52)にも配慮する以下のような判決を下した。

すなわち，少数者保護条約でも二国間条約でもドイツ系少数者集団に対し
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て主観的願望に従って自己の言語により初等教育を施される権利を保障し

てはおらず，ただ言語的少数者に属しドイツ語を話すポーランド国民に対

してポーランドが一定の条件のもとでドイツ語による初等教育を施す措置

を採るように義務付けている。したがって，入学試験を課すこと自体は少

数者の話す言語を確認する限りで何ら問題はなく，単にその確認方法が教

育機関によって恣意的になされてはならないことを二国間条約が要求して

いるにすぎないとした53)。同判決は二国間条約のもとで行われた入学試

験の法的性質に関する解釈を示したのであり，たしかに少数者保護条約の

解釈を二国間条約にも及ぼすべきだとするポーランドの主張54)を一定考

慮したものといえる。しかし少数者が日常使用する言語についての親の声

明が事実に合致するかどうかを教育機関または行政機関が確かめたり争っ

たりすることが禁止されるにもかかわらず，事実かどうかを確かめる手続

を求めることは偽善的願望にすぎず，その声明が住民の本心から出たもの

かどうかに関する制約は専ら道徳の領域に属する，と反対意見が批判し

た55)ことにも表れているように，P.C.I.J. による二国間条約の解釈には，

同地方の実情に照らして公立少数者学校の自律的運営に対する国家主権の

恣意的規制を排除しようとした側面も見られた。

実際に本件に関連し，少数者保護条約に基づいて前述の入学試験で不合

格となったドイツ系少数者の児童が理事会決議で設定された特定の期間が

経過した後もなお入学を拒否されていた問題が扱われた事件で，P.C.I.J.

はドイツの主張にも留意する次のような勧告的意見56)を下した。すなわ

ち，同地方においてはドイツ系少数者国民とポーランド系多数者国民とが

混住するため，ポーランド語を日常語にせざるをえないドイツ系少数者集

団が多数存在する事実を踏まえて二国間条約が締結された。したがって，

少数者保護条約の恣意的実施が行われないことを確保する観点から，たと

えドイツ系少数者の児童がドイツ語を充分に話す能力をもたない事実が入

学試験の結果から明らかになったとしても，なおドイツ系少数者の児童の

親が行う言語に関する声明に基づきドイツ語による初等教育を施す公立学
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校への入学を認めるべきであり，当該児童の入学を拒否する根拠として入

学試験の結果を利用することはできないと結論付けた57)。

要するに国際連盟が実施を監督する少数者保護制度のもとでは，一方で

二国間条約に依拠することによって少数者保護条約適用の前提にある国家

主権の尊重が掘り崩されることに警戒しながらも，他方で少数者保護条約

が少数者集団の独自性保護のために同地方の実情を踏まえて少数者の使用

する言語により教育施設を柔軟に運営する必要性を明らかに認めていた。

同地方は第一次世界大戦後，人民投票で分割された歴史的事情もあること

から，少数者に属する児童の教育を受ける権利の前提条件が多数者の話す

言語による教育制度のもとでは充分に保護されえないとして，少数者の母

国であるドイツが二国間条約の解釈を通じて少数者集団の独自性保護を主

張したことに直接的でないにせよ一定の配慮が示された。ここには民族自

決の不履行への代償として少数者保護を位置付けて，国家主権と調整を図

りながらも一定の条件で少数者集団の文化的自治を積極的に保護・促進す

る戦間期少数者保護制度の独自の解釈の展開が見て取れる。

⑵ 小 括――戦間期少数者保護制度に見る少数者保護の独自の機能――

こうして少数者保護はそもそも普遍的な人権保障のなかで生み出された

ものというよりは特定の地域の歴史的事情に根ざした独自の保護制度を国

際連盟の監視体制に組み込んでいく方法が採られた。すなわち，民族自決と

のかかわりで特定地域の少数者集団の独自性をいかに保護するのかという

観点から市民的政治的権利の平等という西欧的人権概念が利用されたとい

うことができる。逆にいうと，少数者集団内部の個人の選択の自由の保障

や，特定の少数者集団に属さない多数者や他の少数者の権利保護に関して

は，問題関心自体が極めて希薄であった。特定地域の特定の少数者集団の

権利保障に制度が特化したことによって，ドイツ（ポーランドとの間で締結さ

れた二国間条約で適用対象に入った上部シレジア地方も含む）におけるポーラン

ド系少数者や，母国をもたないユダヤ系少数者などの集団は適用対象から
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事実上排除された58)ことが問題点として指摘できる。そもそも同制度は

領域変動に伴う個別的･暫定的制度として設けられた側面があり，国内で同

様の少数者を抱える西欧諸国に適用されなかったため少数者居住国から強

い批判を受けた59)。結果的に少数者保護を通じて自国の失われた領域を回

復したいナチス・ドイツのようなナショナリズムに基づく母国からの政治

的要求に対抗しうる法的正当化の基盤を提供できなかった。逆にいえば，

ドイツは自国外に居住する少数者集団の権利保護を要求することによって

自国内の少数者保護にもそれが跳ね返ってくることを恐れる必要がなかっ

たからこそ，少数者集団の民族的独自性の保護を自国の外交政策に組み込

んでいくことができた60)。こうして人権の国際的保障から見れば，戦間期

少数者保護制度が問題点を抱えていたことは否定できないが，民族自決の

不履行を補う形で少数者集団のアイデンティを保護する制度が国際連盟の

監視下におかれただけでなく，個々の領域の歴史的事情に基づく制度の具

体化の点でささやかながらも一定の成果を得た事実は確認しておきたい。

Ⅱ 欧州人権条約における少数者問題の取り扱いの意義と限界

1 第二次世界大戦後の欧州人権条約起草過程と少数者の権利

⑴ 起 草 過 程――個人の人権保障と少数者集団の権利保障との区別――

第二次世界大戦後は基本的には少数者保護ではなく個人の人権保障に力

点が置かれた61)。第二次世界大戦後の欧州でも大規模な住民の移送が行

われたにもかかわらず，第二次世界大戦を引き起こしたナチス・ドイツの

民族優越思想が人類にもたらした危機への批判を背景として，第一次世界

大戦後と類似した少数者問題にほとんど関心が払われなくなった62)。二

国間条約もしくは国家間の相互的取り扱いまたは特定国家の憲法のもと

で，第一次世界大戦後の少数者保護の経験は第二次世界大戦後にも部分的

に引き継がれた63)が，人種・宗教・言語・性等の差別禁止によって少数

者問題を取り扱うことが基本方針とされたのである。第二次世界大戦後の
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国連を中心とした普遍的人権保障体制には，特定の少数者集団の独自性に

基づいた個別具体的な権利保護を避ける傾向が顕著に見て取れた。

その 1つの典型が，すべての個人の普遍的人権を規定する世界人権宣言

を参照して欧州評議会で作成された欧州人権条約である。欧州人権条約の

最初の草案には少数者の権利が含まれていなかった64)。これに対して，

デンマーク出身の委員は第一次世界大戦後の人民投票の結果として設けら

れた国境線によって母国から切り離された，ドイツ・シュレスヴィヒ地方

に居住しながらもデンマークへの帰属願望を保持する集団の独自の言語や

宗教，文化に基づく民族的少数者固有の基本的権利の追加を主張した65)。

しかし，そうした主張に基づく条文案は最終的には撤回された66)。世界

人権宣言の起草過程の議論67)とは異なり，少数者問題の重要性を正面か

ら否定する意見は出されず，民族的少数者の独自のアイデンティティに対

する追加的保護が人権の国際的保障とは原理的に全く相容れないとは考え

られなかった68)。しかし，民族的少数者が独自の言語教育や文化施設を

保持する追加的権利を少数者居住国が保護するという穏当な提案に対して

さえ少数者に属する個人の差別のない人権保障によって対応できるとする

意見が主流を占めた69)。民族自決と少数者保護を相互補完的に関連付け

ようとした戦間期のアプローチとは異なり，戦後はナチス・ドイツの歴史

的経験やソ連・東欧諸国との対抗関係を念頭におき個人の普遍的人権と民

主主義体制を擁護するために西欧諸国が迅速に保障すべき最低限の基本的

権利の基準を明らかにする観点から起草作業が行われた70)からである。

ここで注目すべきなのは，戦間期の苦い経験を思い起こさせる民族的少

数者の権利保護については人権の国際的保障のなかではなく関係する国家

間の相互的取り扱いに委ねるべきことを示唆する発言がなされた点であ

る71)。つまり，個人の人権と少数者集団の権利とを厳格に区別する志向

性が第二次世界大戦後の西欧諸国の間では見られたのである。
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⑵ 規 定 構 造――「民族的少数者への所属」に基づく差別禁止原則の定式――

欧州人権条約の規定構造に触れておこう。欧州人権条約第14条には「民

族的少数者への所属」に基づく差別禁止原則が規定されており，その限り

で全く少数者保護の条項が存在しなかったとはいえない。しかし，戦間期

と比較したときには明らかに権利の内容が限定された。欧州人権条約には

表現の自由や結社の自由，宗教の自由などの人権が規定されているが，戦

間期少数者保護制度のように言語や宗教の特殊性に基づき裁判所で少数者

が自己の言語を利用できる権利や，自己の宗教施設において独自の宗教教

育を維持・運営する権利などを別途規定しない。つまり，少数者はすべて

個人として差別なく取り扱われており，特定集団への特別な取り扱いが基

本的に許容されていない。もっとも，実施過程では1960年代後半の「ベル

ギー言語」事件72)をめぐって実施機関のなかで差別禁止原則と実体規定

のかかわりについて解釈論争が生じたように，第二次世界大戦後の欧州で

も「民族的少数者」集団に属する個人のアイデンティティ保護の問題は決

して無視されていたわけではなかった。欧州人権条約には少数者固有の権

利規定が存在しないなかで，差別禁止原則や人権規定の解釈方法をめぐっ

て戦間期の経験からくる潜在的な問題意識が存在していたのである。

2 実施過程に見る差別禁止に基づく人権享有の実効的保障

⑴ 実 施 過 程――差別禁止原則・人権規定の解釈の展開と国家の義務の性質――

すべての個人の人権保障の点で実施機関が国家にいかなる措置の採用を

求めたのか，また当該措置は集団の独自性を保護した戦間期とはどのよう

にアプローチが異なっていたのか，に着目して欧州人権裁判所（以下，「裁

判所」）と欧州人権委員会（以下，「委員会」）で扱われた個人申立事例（こ

こでは枠組条約が採択された1990年代前半までに対象を絞る）を検討する。なお，

便宜上，戦間期と類似した少数者問題とそれ以外の問題を分けて論じる。

まず，戦間期と類似した問題の取り扱いを見てみよう。フランスにおけ

るブルトン系少数者国民や，オーストリアにおけるスロベニア系少数者国
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民が裁判所において自己の言語の使用を訴えた事例がある。委員会は，そ

のような少数者固有の権利は欧州人権条約には存在しないから第14条が禁

止する差別も存在しないと判断した73)。たしかに戦間期とは異なり，欧

州人権条約第 6条には個人が公正な公開審理を受けるために不可欠な場

合，すなわち裁判所または捜査機関で使用される言語が理解できない場合

には少数者が理解できる言語の使用を認めてはいるが，少数者構成員が望

む固有の言語を選択する権利までは認めていないと判断された。

同じくオーストリアにおけるスロベニア系少数者国民に関係する事例で

は少数者固有の言語を用いたケーブル放送事業が公的放送制度によって妨

げられた問題を扱った。「インホマチオンフェラインレンティア他対オー

ストリア」事件74)である。ここでも，少数者問題は事実のレベルで理解

されたにすぎなかったが，表現の自由の適用に際して少数者の意見を含め

た多様性を尊重する国家の積極的義務が認められた点に注目したい。

申立人は，歴史的にスロベニア系少数者が居住してきたオーストリアの

ケルンテルン地方などにおいて視聴覚ケーブルを通じて外国からの放送を

受信し，地域住民にも配信するために放送免許の取得を申請したが，オー

ストリアはこの申請を許可しなかった。申立人のなかには，スロベニア系

少数者が同地方の放送局に対するアクセスを妨げられたとして放送局への

少数者の代表を保障するように主張した者もいた75)。しかし本件の争点

は，少数者集団に放送事業の手段を確保することではなく，公的放送制度

のもとで私人が放送事業の開設に関する国の許可を得られなかった点であ

る。つまり，私人が行う国境を越えた情報の伝達および受信の自由に対す

る国家の制約措置が，欧州人権条約第10条 1 項・ 2項に規定される表現の

自由への制約事由のもとで正当化されうるのかが争われた76)。

裁判所は，国家が独占的放送制度のもとで，とくに技術的理由によって

自国領域内で行われる放送事業に一定の条件を課す免許制を創設すること

自体は許されているが，ケーブル放送を通じて特定の潜在的視聴者（判決

は明示していないが，同地方に住むスロベニア系少数者構成員を含む）が情報を
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受けおよび伝える自由を享有するための条件を考慮する必要があるとし

た77)。そして当該制度のもとで採られた措置が，表現の自由を適用する

際に求められる多様な情報や意見の尊重を損なっている事実を踏まえて第

10条 2 項に規定される「民主的社会において必要な」制約ではなく，問題

となった権利の制約が追求された目的との関係で均衡が取れていないため

改善の余地があると判断した78)。裁判所は必ずしも直接的ではないにせ

よ，国境を越えた多様な情報の自由にかかわって，国家が民族的少数者の

構成員を含む個人の人権享有の基盤を恣意的に制約しないようにその裁量

の幅を厳格に統制した点で少数者問題を人権規定の内容面に読み込むアプ

ローチを採った。しかし，実施機関は人権規定の違反をもって民族的少数

者への所属に基づく差別かどうかを判断する必要がないとした79)ことか

らもわかるように，結局，少数者のアイデンティティの表明手段の確保の

問題は，国家主権に対する個人の人権保障という欧州人権条約の採るアプ

ローチでは捨象されざるをえなかった。とはいえ本判決は，1990年代後半

以降，裁判所が人権享有の前提条件となる民主主義社会の多様性の尊重を

国家の義務として認めた事例の先駆けとして位置付けられる。これらの事

例で裁判所は少数者のアイデンティティの尊重にかかわって宗教の自由や

表現の自由，結社の自由などの実効的保障を損なう国家の措置の改善を求

めるようになったのであるが，人権規定の解釈を通じた少数者のアイデン

ティティ保護には積極的に関与しなかったと批判的な評価もできる80)。

次に，戦間期とはやや性質が異なり，西欧内部の少数者問題を取り扱っ

た「ベルギー言語」事件を見てみよう。ベルギーの少数者問題はベルギー

建国以来の歴史的事情に由来する81)。ベルギーが，ワロン地域ではフラ

ンス（ワロン）語を，フランデレン地域ではオランダ（フラマン）語を地

域言語として設定し，単一地域言語の使用を各地域の公立教育機関に義務

付けたことが事件の発端である。ただし，地域言語制度に対する暫定的・例

外的措置としてフランデレン地域内でフランス語を話す住民が一定数居住

する場合は，ブリュッセル近隣にある特別自治体の学校等においてフラン
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ス語による教育が一定維持された。しかし，ベルギーは地域言語に基づく教

育を徹底するためそれらの学校で維持されてきたフランス語教育を行わせ

ないように卒業資格認定を厳格にし，補助金を受け取った学校からそれを

撤回させ，学校の入学条件を専ら地域言語に基づいて制限する措置を採っ

た。フランデレン地域における言語の取り扱いの相違によってワロン系国

民の児童が教育を受ける権利（第 1議定書第 2条）の享有を妨げられたのか，

また当該児童を自宅から遠く離れたフランス語学校に通わせるため私生活

及び家族生活の尊重（第 8 条）を妨げられたのか，さらに差別禁止原則

（第14条）との関連で上記人権規定の違反を生じさせたのかが争われた82)。

具体的争点は以下の 3 つである。○1 地域言語制度の創設によりフラン

デレン地域内ではフランス語教育が基本的に行われなくなったこと，フラ

ンデレン地域内のブリュッセル近隣自治体でのフランス語の教育条件がオ

ランダ語のそれよりも劣ること，○2 フランデレン地域内で行われている

フランス語教育を制限するために補助金の撤回や卒業資格認定の厳格化な

どの制裁的措置が採られたこと，○3 地域言語制度における例外的地位に

基づきブリュッセル近隣自治体などでフランス語教育を維持する公立・私

立学校への入学がフランデレン地域内のワロン系国民には認められないこ

と。これらが申立人の個人としての人権侵害を生じさせたと訴えられた。

結論的に裁判所は，○1 地域言語制度の創設それ自体や，○2 補助金の撤

回措置などの論点については，教育権規定が特定の言語に基づく教育制度

の組織化を国家に義務付けるものでない以上，客観的，合理的理由に基づ

く措置であり，差別ではないと判断した83)。そこではすでに組織された

教育機関の利用を認めれば足りると解される教育権規定の範囲内で差別禁

止原則を適用し，地域言語制度に示されたベルギーの国内事情を踏まえて

採られた措置の目的と手段との比較衡量によって差別の有無を認定する慎

重な解釈方法が採られた84)。ただ○3 のうち，フランス語教育を提供する

特別自治体の公立学校への入学条件については，差別禁止原則に照らして

解釈される教育権規定の侵害をもたらしたと判断した。すなわち，フラン

欧州における欧州評議会少数者保護枠組条約成立前史の方法論的再評価（舟木)

735 ( )2023



デレン地域内のブリュッセル近隣自治体が 2カ国語行政区として地域言語

制度から逸脱した地位を与えられた。それにもかかわらず，当該自治体で

フランス語教育を施す学校への入学条件が同地域内の他の自治体に住むワ

ロン系国民には認められていない。この状況と，同じく当該自治体に設け

られたオランダ語学校に対しては同地域内に住むフラマン系国民の自由な

入学が認められている状況とを比べたとき，教育権の享有に差別が生じた

と考えられたのである85)。

では何故，地域言語制度のもとでフランス語による教育を行う学校の創

設やフランス語による教育の組織化が国家の義務ではないと判断されたに

もかかわらず，フランス語学校への入学が特定の住民の話す特定の言語

（公用語のフランス語）である場合に制限される点が人権規定の違反を構成

すると裁判所は判断したのだろうか。この点裁判所は，欧州人権条約に定

める教育権をその消極的定式から自由権としての教育権に押しとどめる限

定的解釈を施したうえで差別禁止原則が独自の自律的範囲を有することを

認めたとも評される86)。たしかに，教育権規定の起草過程においては少

数者が自己の望む言語によって教育を受ける権利は認められなかったが，

かりに教育権がその受益者にとって特定の言語で教育を受ける権利を含意

しなければ無意味となるような事態を生じさせてはならないことから，教

育権規定が単独で解釈された場合には国家に積極的義務を負わせるもので

はないにもかかわらず，教育権規定が差別禁止の側面から解釈された場合

には，公立学校の入学条件が言語に基づく差別のないように積極的措置を

採らなければならないとの解釈が裁判所によって示された87)。

他方で，委員会は裁判所とは対照的なアプローチを採った。委員会は，

教育権規定が内在する人権の理念に即して解釈した結果，「事実上の差別」

が生じないように確保する積極的義務を国家は負うと解釈して，地域言語

制度の設定それ自体はベルギーの国内事情に照らして何ら問題とはならな

いが，与えられた補助金の撤回や，卒業資格の認定を妨げる制裁的措置は

特定の集団にのみ困難を与えその地位を損なうため差別禁止原則と組み合
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わせて解釈した場合の教育権規定の違反を構成すると判断した。委員会の

判断にあたっては，事実上の平等を認定した P.C.I.J. の先例が念頭におか

れた88)。少数者集団の独自性に基づいて教育権の享有を実質的に妨げう

る地域言語制度の運用実態まで差別禁止原則の射程範囲に含められた。委

員会の解釈は，差別禁止原則の適用を人権規定の内容に限定せず，人権規

定の目的に照らして同原則を実効的に解釈する89)点が特徴といえる。そ

うすると裁判所は，委員会による人権規定の目的論的解釈ともいうべき判

断に一定の理解は示しつつも，単に地域言語制度のもとでの少数者学校へ

の入学条件がすべての者の教育権の享有につき言語に基づく差別を生じた

として差別禁止原則を形式的に解釈適用し，少数者問題の取り扱いには深

く立ち入らずに一歩引いた形で問題を処理した90)とも評価できる。

｢ベルギー言語」事件後，閣僚委員会のもとで欧州人権条約追加議定書

の作成を検討していた専門家委員会は，法的見地からは追加議定書を作成

する必要がないと判断した91)。ここでは同委員会の議論をもとに何故，

裁判所が差別禁止原則の解釈に大幅に依拠した判断を下したのかを考えて

みよう。同委員会は，欧州人権条約のもとでは個人の文化的権利はすでに

保障されており，かりに戦間期の先例を踏まえて差別禁止原則と組み合わ

せた人権規定の解釈を通じて民族的少数者固有の権利を事実上認めること

になれば92)，国家主権にとって重要な言語政策と鋭い緊張関係を生じさ

せることになる。それゆえ方法論として少数者の集団的権利を保障するべ

きではなく，個人的権利の保障に集中するべきだ93)と考えた。また同委

員会は，欧州人権条約第14条で使用される「民族的少数者」の定義につい

ては，自由権規約第27条の「種族的，宗教的又は言語的少数者」とはやや

異なる集団（起草過程で議論されたように種族的，言語的に際立った客観的特徴

はもたないが，独自の民族感情または帰属意識を有する）が存在しており，両

概念は重なる場合も多いが重ならない場合もありうることを前提とすれ

ば，諮問会議の提案が使用した「民族的少数者」という用語を適切に理解

できる旨を留意した94)。
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要するに「ベルギー言語」事件では戦間期のような国籍を取得した国家

レベルの「民族的少数者」問題ではなく，地域レベルの言語的少数者問題

が取り扱われていたことから複雑な定義問題にも発展しかねなかった。こ

うしたことから裁判所は一方で，本件を「民族的少数者」問題とは捉えて

いなかったが，他方では，自由権規約第27条の「種族的，宗教的又は言語

的少数者」に留まらない独自の言語的アイデンティティを保持する95)

「地域的，言語的集団」の存在を無視することができず，差別禁止原則の

アプローチに限界を感じていたように思われる。このような同事件後の議

論に照らせば，同判決は国家構造を深く規定する「民族的少数者」に類す

る「地域的，言語的集団」の取り扱いにつき個人の人権享有にかかわる差

別禁止に限定する極めて慎重な判断を示した点で起草時の個人主義的アプ

ローチを維持する一方で，差別禁止原則の実効的解釈に照らしてそのアプ

ローチを一定程度是正したともいえる。つまり，個人の人権保障を主眼と

する欧州人権条約のもとでは少数者集団の権利を差別禁止原則の解釈に

よっては導くことはできないが，差別禁止の観点から人権規定を実効的に

解釈することで人権保障の事実上の条件整備を不十分ながらも追求した判

決として評価し直すことができる。

ただし，こうした差別禁止原則から人権規定を読み込むアプローチは，

充分な成果を挙げることができなかった。たとえば「ベルギー言語」事件

と同様の背景をもつ「マチュー・モアン」事件では自由選挙の保障規定

（第 1議定書第 3条）を根拠としてフランデレン地域内のブリュッセル近隣

自治体に住む申立人が地域的立法機関への代表の選出機会を言語的少数者

への差別によって事実上妨げられたと訴えたのに対して，裁判所は「地域

的，言語的集団」に属する者の言語的アイデンティティの選択を事実問題

にすぎないとみなした。すなわち，国家に広範な評価の余地を委ねる自由

選挙の保障規定の性質上，個人の選挙権の保障は認められつつも憲法改正

により地域言語制度のもとで設けられた地域立法機関の選挙制度がたとえ

国会内の言語集団への帰属の宣誓と結び付けられていたとしても，「人民
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の自由な意見の表明」を不当に制約したとはいえないと判断した96)。

⑵ 小 括――欧州人権条約における少数者問題の捉え方と保護対象――

戦間期少数者保護制度と比べて欧州人権条約の特徴は明らかである。

第 1に権利のレベルに着目すると，教育機関や放送事業における言語使

用の自由は本来的に個人の人権保護と集団の独自性保護の両方の側面を含

むものの，欧州人権条約のもとでは後者の側面が国の立法政策との対抗関

係にあるとの理解から前者の側面に絞ってアプローチしていたといえる。

個人の人権保障と自決権の内的側面（民主主義社会の多様性）の保障が結び

付けられる一方で少数者問題の取り扱いにおいて両者が緊張関係に立つと

いう問題意識はほとんどなく，専ら個人の人権保障を通じて少数者問題は

解消できるとの暗黙の前提が存在した。そこでは少数者問題が全く無視さ

れたとはいえない。たとえ不十分であっても，国家が採用した地域言語制

度や放送制度の運用実態を踏まえて個人の人権規定の内容を考慮し，差別

禁止原則を自律的に適用した結果，少数者個人の人権享有を制約する国家

の積極的措置を一定是正したからである。ただ，それはあくまでも差別のな

い個人の人権保障の範囲内で少数者問題を事実上考慮したにすぎず，少数

者個人および集団のアイデンティティ保護を目指したわけではなかった。

第 2に扱われた問題が中・東欧諸国の歴史的な少数者問題とは相当違っ

ていたことである。とくにベルギーにおける地域言語問題は，戦間期の問

題とも起草過程で議論された問題とも異なり，同国の建国事情から生じた

特殊な問題であった。他方でオーストリアにおけるスロベニア系国民の少

数者問題は，戦間期とほとんど類似した問題であったが，裁判所で取り扱

われたのは少数者の民族的アイデンティティの保護ではなく，文化的多様

性を尊重した情報交換の条件を国家がいかに制度的に保障するのかという

問題であった。このように扱われた少数者問題の性質とその捉え方は，戦

間期とはかなり異なり多様であった。委員会のもとではこれらの問題のほ

かにも，移動生活を営むロマや，伝統的狩猟・放牧生活を行うサミなど，
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自由権規約第27条のなかで部分的に扱われた種族的少数者（先住民集団）

の独自の文化的生活に関係した事例が同様に検討された97)。しかし，人

権規定の内容そのものに種族的少数者の固有の文化的生活の尊重を読み込

むことは，国家が与えられた裁量のもとで自由権を中心とした個人の人権

享有を実効的に保障する欧州人権条約の基本構造との兼ね合いで相当困難

な事情があった。欧州人権条約の司法的救済制度のもとでは，戦間期のよ

うに国家主権を脅かし社会の分裂をもたらしうる種族的・民族的少数者集

団の取り扱いは，ごく例外的事例を除いては98)徹底して避けられた。

結局，欧州人権条約は国家（地域）との間で緊張関係が生じうる少数者

集団それ自体の権利保障でなく，専ら少数者構成員個人の人権享有の実効

的保障に焦点を当てている。欧州人権条約は第12議定書の起草過程にも窺

えるように，差別禁止原則の適用範囲を人権規定の内容に限定するアプ

ローチを見直す一方，少数者集団の独自性保護にまで及びうる「事実上の

平等」にはなお慎重な態度を崩していないのである99)。

むすびにかえて

――枠組条約は戦間期の「はるかに貧弱な再現」なのか――

本稿が明らかにしたように戦間期少数者保護制度と第二次世界大戦後の

欧州人権条約の間には歴史的に大きな「断絶」が存在した。戦間期少数者

保護制度においては民族自決を認められなかった民族的少数者の裁判所等

での言語使用の自由や宗教施設内での宗教教育といった少数者独自の権利

を認め，少数者集団と多数者との間の事実上の平等を確保するために集団

の文化的独自性保護に力点がおかれるようになった。しかし第二次世界大

戦後，世界人権宣言を踏まえて作成された欧州人権条約のなかには民族的

少数者への差別禁止に基づく取り扱いは規定されたものの，民族的少数者

固有の権利規定そのものが設けられなかった。このために実施過程におい

ては欧州人権条約の差別禁止原則の自律的な適用範囲を認め，また人権規

立命館法学 2015 年 5・6号（363・364号)

740 ( )2028



定に民主主義社会の擁護という欧州人権条約の目的を読み込むことを通じ

て少数者構成員の人権享有を実効的に保障する積極的措置を国家に求める

ようになった。だが，これらも民族的少数者の独自性を保護・促進するも

のではなかった。したがって，少数者に属する個人の人権享有の実効的保

障を目指す欧州人権条約の枠内では，やはり少数者保護については限界が

あったといわざるをえない。ただ，欧州諸国の間では民族的少数者問題，

言い換えれば国家（地域）形成をめぐる宗教的・言語的・民族的アイデン

ティティ問題については差別禁止・平等を条件としつつも国家が何らかの

保護措置を採るべきではないのかとの一貫した問題意識があったことも否

定できない。欧州人権条約は国家の役割を個人の人権保障とその前提とな

る民主主義社会の多様性確保に限定することによって少数者問題に間接的

にしか関与しえないが，欧州では人権保障の枠内での差別禁止に基づく少

数者問題へのアプローチの不十分さが戦間期の歴史的経験から認識されて

はいた。それにもかかわらず，第二次世界大戦後の普遍的人権条約である

自由権規約第27条のように，民族的少数者集団構成員に固有の文化的権利

を保護する欧州人権条約追加議定書はいまだに成立していない。

この点で松井芳郎は，自決権の否定を含意する冷戦後の枠組条約をはじ

めとする欧州評議会少数者保護条約が戦間期の「はるかに貧弱な再現」で

あると厳しく批判する100)。しかし，少数者保護条約が欧州人権条約追加

議定書ではなく枠組条約という法的形式を採用したのは何故なのかを歴史

的に考えたとき，少数者の集団的権利の概念が伴う基準設定の困難性や，

少数者保護が国家主権・他者の人権を制約しうる問題性，個人の人権保障

とそれを補う差別禁止原則の解釈の限界が見えてくる。要するに個人の人

権保障によって捨象されてきた少数者問題につき追加的保護措置を提供す

るのが枠組条約ではないのか，ただその際に既存の国際人権条約のアプ

ローチとの厳しい対立が存在するため戦間期とはやや異なる柔軟な法的形

式を採用したのではないだろうか。とすれば，一方では人権の国際的保障

の「前史」と位置付けられてきた戦間期の成果と課題を国際法史のなかで
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より包括的に再評価し101)つつ，他方では既存の国際人権条約のアプロー

チを踏まえて枠組条約が採用した方法論を明らかにする必要がある。

｢はじめに」で述べたように枠組条約は国際人権条約の枠内で回避され

てきた少数者の集団的権利を正面からは認めないが，国際人権条約とは異

なり少数者のアイデンティティ保護と差別禁止・平等を慎重に関連付けて

いる。少数者保護と原理的には異なる102)人権・自決権からのアプローチ

を結び付ける枠組条約が冷戦後の欧州で戦間期少数者保護制度とは距離を

取りながら成立した理由を明らかにするには，以下の疑問に向き合わなけ

ればならない。すなわち，○1 欧州人権条約追加議定書の作成可能性が排

除されてはいないものの，国際人権条約の枠内で民族的少数者の権利を保

護することが何故難しかったのか――「民族的少数者」を保護対象とする

枠組条約は，「種族的，宗教的又は言語的少数者」の権利を規定する自由

権規約第27条や，「人民」の自決権を規定する国際人権規約共通第１条とど

のように関係するのか――，○2 欧州人権条約をはじめ国際人権文書の解釈

を取り込みつつ別個の枠組条約という法的形式を採用したのは何故か――

前文（第12段）の文言からは，たしかに枠組条約が国内立法･政策を「枠付

け」て各々の国家のなかでの少数者集団の個別具体的状況に焦点を当てる

条約であるようにも読み取れるが，個人の人権保護と少数者集団の権利保

護を単純に対置させる戦間期のような紋切り型のアプローチを採用すると

言い切れるのか103)――，○3 枠組条約が欧州人権条約における人権規定の

解釈との整合性を図りつつも，近隣諸国間での二国間･多数国間協定の締結

や国境を越えた協力の奨励まで謳う104)のは何故か，○4 歴史的に領域と結

び付きをもつ地域語･少数言語そのものの地位を扱う言語憲章と，民族的少

数者集団構成員の主体的権利と彼らの独自のアイデンティティを保護する

枠組条約が分かれて成立したのは何故か――欧州評議会の人権保障体制の

もとで両少数者保護条約の間に見受けられる相違はどのように関係付けら

れているのか――，という疑問である。こうした疑問を手がかりに，人権･自

決権を少数者保護に読み替えて相互に調整する枠組条約の独自の法的構造
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を歴史的にかつ方法論的に探求することが次稿の検討課題になるだろう。

1) ｢民族的少数者の保護のための枠組条約（Framework Convention for the Protection of

National Minorities）」。1995年 2 月 1 日に欧州評議会加盟国・非加盟国の署名のために開

放され，1998年 2 月 1 日に12ヵ国の加盟を得て発効した。2015年12月現在，欧州評議会加

盟国を中心に39ヵ国が批准している。Framework Convention for the Protection of

National Minorities and Explanatory Report（Council of Europe Publishing, 1995，以下

“Treaties and Reports”）参照。同条約の日本語訳は松井芳郎他編『国際人権条約・宣言

集〔第 3版〕』（東信堂，2005年）234-238頁参照（ただし，本稿では同条約集と同一の訳

語を採用していない場合がある）。枠組条約とは別に歴史的・文化的遺産としての地域

語・少数言語を保護・促進するもう 1 つの欧州評議会少数者保護条約，「地域語又は少数

言語のための欧州憲章（European Charter for Regional or Minority Languages，以下「言

語憲章」）も1998年 3 月 1 日に発効した。2015年12月現在，25ヵ国が批准している。

2) 枠組条約前文第 1段，第 2段，第 9 段，第10段は，人権の国際的保障に関する諸文書

（本稿では「国際人権文書」）に意識的に言及し，枠組条約第 1条は，次のように定める。

｢民族的少数者の保護及び民族的少数者に属する者の権利並びに自由の保護は，人権の国

際的保護の不可欠な一部を構成しかつそのようなものとして国際協力の範囲内にある。」

3) 本稿で使う「アイデンティティ」という言葉は，少数者集団としての独自性または集団

に属する個人の帰属意識のいずれかもしくは両方を指す。

4) 第 5 条は，民族的少数者に属する者が自己の文化を維持し発展させ，そのアイデンティ

ティを保全しうることを確保することを目指しており， 1項ではそのために必要な条件を

促進する国家の義務を含むものと解される（Treaties and Reports, paras.42-43）。

5) 枠組条約第 3条は， 1項で，民族的少数者に属するすべての者が民族的少数者として取

り扱われ又は取り扱われないことを自由に選択する権利を有し，かつ当該選択又は当該選

択と結び付く権利の行使からいかなる不利益も生じさせてはならない旨明記する。同条 2
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